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1. 介護予防・日常生活支援総合事業の概要
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総合事業の概要
◆平成２９年４月から，介護予防給付のうち訪問介護・通所介護が，また介護予防事業
の二次予防事業・一次予防事業が総合事業に移行となります。

◆総合事業は、介護予防・生活支援サービス事業と一般介護予防事業から構成されます。

◆市町村は，地域の実情に応じて既存の介護事業所による既存のサービスに加えて，
ＮＰＯ，民間企業，ボランティアなど地域の多様な主体を活用した多様なサービスを提
供し，高齢者を支援することが可能となります。

◆訪問介護・通所介護以外のサービス（訪問看護・福祉用具等）は，引き続き介護予防
給付によるサービス提供が継続されます。

◆稲敷市地域包括支援センターによる介護予防ケアマネジメントに基づき，総合事業の
サービスと介護予防給付のサービス（要支援者のみ）を組み合わせて利用することがで
きます。

◆介護予防・生活支援サービス事業によるサービスのみ利用する場合は，要介護認定等
を省略して「介護予防・生活支援サービス事業対象者」とし，迅速なサービス利用が可
能となります。

※ 第２号被保険者は，基本チェックリストではなく，要介護認定申請が必要です。4



Ｈ29.3まで Ｈ29.4から
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稲敷市の総合事業の構成について

○介護予防・生活支援サービス事業

・第１号訪問事業（訪問型サービス）
・介護予防訪問介護相当サービス（現行相当のサービス）
・訪問型サービスＡ・愛称 家事応援サービス

（緩和した基準によるサービス）

・第１号通所事業（通所型サービス）
・介護予防通所介護相当サービス（現行相当のサービス）
・通所型サービスＡ・愛称 いきいき通所サービス

（緩和した基準によるサービス）
・通所型サービスＣ・愛称 元気づくり教室

（短期集中予防サービス）

稲敷市の総合事業（第１号訪問・通所事業）は，
平成２９年４月から下記の事業で構成されます。
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・要支援認定を受けた方（要支援１・２の認定者）

・65歳以上の方で，基本チェックリスト該当者

（事業対象者という）

○総合事業の介護予防・生活支援サービス事業
を利用できる方

○総合事業の一般介護予防事業を利用できる方

・65歳以上のすべての方
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事業名 内容

介護予防訪問介護相当サービス
（現行と同様のサービス）

現行の介護予防訪問介護と同様のサービスで、ホーム
ヘルパーによる身体介護や掃除・洗濯などの生活援助

家事応援サービス
（訪問型サービスＡ）

介護福祉士等や稲敷市地域介護ヘルパー養成研修修了
者による、掃除・洗濯などの生活援助

介護予防通所介護相当サービス
（現行と同様のサービス）

現行の介護予防訪問介護と同様のサービスで、食事・
入浴の提供や日常動作訓練を行うデイサービス

いきいき通所サービス
（通所型サービスＡ）

２時間程度のミニデイサービス・運動・レクリエー
ション等

元気づくり教室
（通所型サービスＣ）

３～６か月の短期集中で行う、生活機能を改善するた
めの運動器の機能向上や栄養改善等のプログラム

介護予防ケアマネジメント
地域包括支援センターがサービスを利用するための計
画を作成

介護予防把握事業 関係機関等から収集した情報を活用し、何らかの支援を必要とする者を把握する事業

介護予防普及啓発事業 普及啓発のための、各種介護予防教室・パンフレット作製

地域介護予防活動支援事業
介護支援ボランティア等の奨励及び支援・地域において介護予防に活動するボラン
ティア組織・団体の育成支援

地域リハビリテーション活動支援事業 地域住民が実施する介護予防活動の場所への専門職の関与促進

一般介護予防事業評価事業 目標値の達成状況の検証と事業評価（日常生活圏ニーズ調査）

利用できる方

○要支援認定を受けた方
○65歳以上の方で、基本
チェックリストを実施
し総合事業の対象者と
判定された方

○65歳以上のすべての方

稲敷市における介護予防・日常生活支援総合事業への移行時の事業内容



訪問介護、通所介護（予防給付）から訪問型サービス・通所型サービスへの移行

○平成２９年４月の事業開始から、１２か月かけて順次移行していきます
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2.第１号訪問事業
（訪問型サービス）について
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介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）の利用状況（平成28年5月調べ）

サービスの利用形態 人数（実数）

①身体介護のみを利用している者 0人

②生活援助のみを利用している者 28人

③身体介護と生活援助の両方を利用している者 7人

計 35人

ケアプラン分析
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事業名 介護予防訪問介護相当サービス 愛称 家事応援サービス（訪問型サービスＡ）

基準 現行の訪問介護相当 多様なサービス

サービス種別 ①訪問介護 ②訪問型サービスA
（緩和した基準によるサービス）

サービス内容 老計第１０号に規定する身体介護・生活援助

現行の介護予防訪問介護と同様のサービス
訪問介護員による身体介護、生活援助

老計第１０号に規定する生活援助

身体介護を含まない生活援助等（専門職以外でも可）
調理・清掃・洗濯・ゴミ出しや買い物

対象者とサー
ビス提供の考
え方

〇既にサービスを利用しているケースで、
サービスの利用の継続が必要な者
〇認知機能の低下により日常生活に支障があ
る症状・行動を伴う者
〇退院直後で状態が変化しやすく、専門的
サービスが特に必要な者 等
〇身体介護が必要な者

〇左記以外のもので、身体介護を含まない生活援助が
必要な者
〇状態が安定しており、専門的サービスの必要性が低
い者

実施方法 事業者指定 事業者指定
実施予定事業所
あゆみ介護ステーション
稲敷市社会福祉協議会訪問介護事業所
指定訪問介護事業所 水郷荘

第１号訪問事業（訪問型サービス）の事業内容
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事業名 介護予防訪問介護相当サービス 愛称 家事応援サービス（訪問型サービスＡ）

基準 現行の訪問介護相当 多様なサービス

人員基準 予防給付の基準を基本
【管理者】
○常勤・専従１人以上
＊支障がない場合、他の職務、同一敷地内の他事業
所等の職務に従事可能

人員等を緩和した基準
【管理者】
○専従１人以上
＊支障がない場合、他の職務、同一敷地内の他事業所等
の職務に従事可能

【訪問介護員】
○常勤換算2.5人以上
＊資格要件＝介護福祉士、介護職員初任者研修等修
了者

【従事者】
○必要数
＊資格要件＝介護福祉士、介護職員初任者研修修了者又
は地域介護ヘルパー養成講座修了者

【サービス提供責任者】
○常勤の訪問介護職員等のうち、利用者40人に1人以
上
＊資格要件＝介護福祉士、実務者研修修了者、3年以
上介護等の業務に従事した介護職員初任者研修等修
了者

【訪問事業責任者】
○従事者のうち必要数
＊資格要件＝介護福祉士、介護職員初任者研修修了者又
は地域介護ヘルパー養成講座修了者
※指定訪問介護・指定介護予防訪問介護の事業と同一の
事業所において一体的に運営されている場合には兼務可

設備基準 ○事業の運営に必要な広さを有する専用の区画 ○必要な設備・備品

運営基準 ○個別サービス計画の作成
○運営規定等の説明・同意
○提供拒否の禁止
○訪問介護員等の清潔の保持・健康状態の管理
○秘密保持等
○事故発生時の対応
○廃止・休止の届出と便宜の提供 等
（現行の基準と同様）

○必要に応じ、個別サービス計画の作成
○運営規定等の説明・同意
○従事者の清潔の保持・健康状態の管理
○従事者又は従事者であった者の秘密保持
○事故発生時の対応
○廃止・休止の届出と便宜の提供

訪問介護
との同一
一体的な
運営

〇訪問介護と現行の訪問介護相当サービスについては、同一一体的な運営が可能（現行の訪問介護と介護予
防訪問介護の考え方と同じ）
〇訪問介護又は現行の訪問介護相当サービスと訪問型サービスＡについて、設備・備品は兼用も可。ただし、
人員基準はそれぞれ満たす必要がある

第１号訪問事業（訪問型サービス）の指定基準
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事業名 介護予防訪問介護相当サービス 愛称 家事応援サービス
（訪問型サービスＡ）

基準 現行の訪問介護相当 多様なサービス

単価設定 予防給付と同様 市が設定した単価

加算
減算

現行の予防給付と同様 初回加算 200単位
地域加算（７級地） 10.21円
事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一
建物の利用者２０人以上にサービスを行う場合
の減算 90/100
処遇改善加算はなし

利用者
負 担

1割（一定以上所得者は2割） 1割（一定以上所得者は2割）

限度額
管 理

有 有

支 給
限度額
（月）

要支援１・事業対象者 50,030円
要支援２ 104,730円

第１号訪問事業（訪問型サービス）の事業費等（１）

訪問型
サービス費

対象者 回数 単位

（Ⅰ） 要支援１・２
事業対象者

週１回程度 月1,168単位

（Ⅱ） 週２回程度（※1） 月2,335単位

（Ⅲ） 要支援２
事業対象者
（※２）

週2回を超える程
度

月3,704単位

対象者 回数 単位（1回当た
り）

要支援１・２
事業対象者

週1回まで
45分未満

２００単位

45分以上60分未満
２３０単位

週2回まで
（※１）

※１ ケアマネジメントにおいて週2回の利用が必要とされた者
※２ 退院直後で集中的にサービスを利用することが自立支援につながると考えられるケース
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事業名 介護予防訪問介護相当サービス 愛称 家事応援サービス（訪問型サービスＡ）

基準 現行の訪問介護相当 多様なサービス

請求方法
及び
審査支払

国保連へ請求
国保連で審査・支払

国保連へ請求
国保連で審査・支払

サービス
コード

Ａ１（みなし指定に該当する事業所）

Ａ２（みなし指定に該当しない事業所）

Ａ３

ケアマネ
ジメント

ケアマネジメントＡ 月額4,200円
初回加算 3,000円

地域包括支援センターが実施
（指定居宅介護支援事業所へ委託あり）

ケアマネジメントＡ 月額4,200円
初回加算 3,000円

地域包括支援センターが実施
（指定居宅介護支援事業所へ委託あり）

第１号訪問事業（訪問型サービス）の事業費等（２）

＊サービスコードは事業開始前までに示す
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訪問型サービスと訪問介護を一体的に実施する場合の介護給付の基準

現行の訪問介護相当のサービス
（現行の基準と同様）と一体的に実施

緩和した基準によるサービスと一体的に実施
住民ボランティア
・住民主体の自主活動
（必ず遵守すべき基準）
と一体的に実施

一

体

的

に

行

う

場

合

の

介

護

給

付

の

基

準

人
員

○要支援者と要介護者を合わせた数で介護給
付の基準を満たす
・管理者※１ 常勤・専従１人以上
・訪問介護員等 常勤換算2.5人以上
【資格要件：介護福祉士、介護職員初任者研
修等修了者】
・サービス提供責任者
常勤の訪問介護職員等のうち、利用者40人に
1人以上※２
【資格要件：介護福祉士、実務者研修修了者、
3年以上介護等の業務に従事した介護職員初
任者研修等修了者】
※１支障がない場合、他の職務、同一敷地内
の他事業所等の職務に従事可能
※２一部非常勤職員も可能
【例】利用者が要介護者40人、要支援者80人
の場合
訪問介護員等 常勤換算2.5人以上
サービス提供責任者 3人以上

○訪問介護員等は要支援者と要介護者を合わせた数。
サービス提供責任者は要介護者数で介護給付の基準
を満たし、要支援者には必要数（波線部分）
・管理者※１ 常勤・専従１人以上
・訪問介護員等 常勤換算2.5人以上
【資格要件：介護福祉士、介護職員初任者研修等修
了者】
・サービス提供責任者
常勤の訪問介護職員等のうち、利用者40人に1人以
上※２※３
【資格要件：介護福祉士、実務者研修修了者、3年
以上介護等の業務に従事した介護職員初任者研修等
修了者】
※１支障がない場合、他の職務、同一敷地内の他事
業所等の職務に従事可能
※２一部非常勤職員も可能
※３要介護者の処遇に影響がないように配慮
【例】利用者が要介護者40人、要支援者80人の場合
訪問介護員等 常勤換算2.5人以上
サービス提供責任者 １人以上＋必要数

（市町村の判断）

○基準の緩和はない。

※他のサービスと同様、
管理者は支障がない場合、
同一敷地内の他事業所等
の職務に従事可能。
また、最低基準を下回

らない範囲で職員が活動
に関与することは可能。

設
備

○事業の運営に必要な広さを有する専用の区画 ○必要な設備・備品

運
営

○個別サービス計画の作成 ○運営規定等の説明・同意 ○提供拒否の禁止
○衛生管理等 ○秘密保持等 ○事故発生時の対応
○廃止・休止の届出と便宜の提供 等

注）介護給付における事業者による廃止・休止の届出と便宜の提供については、介護保険法第７４条第5項に規定。

参考
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訪問介護と訪問型サービスＡを一体的に運営する際の注意事項
Ｑ Ａ 参考

訪問介護の特定事業所加算における訪問看護
員等の割合には，緩和した基準によるサービ
スに従事する時間を含むか。また，重度要介
護者等対応要件である利用者の数には，緩和
した基準によるサービスの利用者は含むか。

特定事業所加算の算定要件のうち，訪問介護員等要件の割合は，指
定訪問介護事業所の訪問介護員等の状況に基づき算定することとし
ており，緩和した基準によるサービスに従事する時間は含まない。
また，重度要介護者等対応要件の利用者割合は，指定訪問介護の利
用者数（一体的な運営を行う場合の第1号訪問介護の利用者を除
く）に基づき算定することとしており，緩和した基準によるサービ
スの利用者は含まない。

総合事業の
ガイドライ
ンについて
のＱ＆Ａ
(27.8.19)

Ｑ１６

訪問介護の集合住宅の減算については、従前
の介護予防訪問介護に相当するサービスの利
用者も含めて計算するとあるが、緩和した基
準によるサービスの利用者は含めないものと
考えてよいか。

貴見のとおり。 同上

Ｑ１５

訪問介護と総合事業（介護予防訪問介護相当
サービス及び訪問型サービスＡ）を一体的に
実施する場合のサービス提供責任者の員数を
算出するための考え方とは？

①訪問介護・介護予防訪問介護・介護予防訪問介護相当サービスの
３つのサービスを実施する場合

⇒３つのサービスの利用者数の合計
②訪問介護・介護予防訪問介護・介護予防訪問介護相当サービス・
訪問型サービスＡの４つのサービスを実施する場合
ア．訪問事業責任者を置かない場合

⇒訪問介護・介護予防訪問介護・介護予防訪問介護相当サー
ビス・訪問型サービスＡの４つのサービの利用者の合計数

イ．訪問事業責任者を置く場合
⇒訪問介護・介護予防訪問介護・介護予防訪問介護相当サー
ビスの３つのサービスの利用者数
※この場合，訪問事業責任者は，利用者数に応じて必要数を
配置することが必要。

18



サービス提供責任者が，訪問事業責任者を兼務する場合

19

サービス提供責任者と訪問事業責任者を別に配置する場合



訪問型サービスA（緩和した基準によるサービス）の担い手について

○ 一定の研修受講者
カリキュラムの内容
・介護保険制度、介護概論
・高齢者の特徴と対応（高齢者や家族の心理）
・介護技術
・ボランティア活動の意義
・緊急対応（困った時の対応）
・認知症の理解（認知症サポーター研修等）
・コミュニケーションの手法、訪問マナー
・訪問実習オリエンテーション

※ 茨城県地域介護ヘルパー養成研修（旧3級ヘルパー養成研修）
茨城県独自の研修で、この研修を受講することで、 在宅での介護

や地域での介護ボランティアを行うための基本的な知識・技術を身に
着けることができる。この研修を修了した者を緩和した基準による
サービスの担い手とすることが可能

20



稲敷市地域介護ヘルパー養成研修

平成28年11月～12月にかけて5日間の日程で稲敷市社会福祉協議会

において開催し，6名の方が，研修を修了。

平成29年度以降も継続して開催予定。

カリキュラムの内容 時間

サービス提供の基本視点 1時間

介護概論 1時間

利用者の理解 1時間

介護技術入門 2時間

ボランティア概論 1時間

福祉の制度とサービス 1時間

共感的理解と基本的態度 2時間

心理面への援助方法 1時間

医学の基礎知識 1時間

介護技術入門 3時間

認知症サポーター養成研修 1.5時間

家事援助の方法 3時間

在宅サービス提供現場見学 3時間

救命の知識と技術 1時間 21



3.第１号通所事業
（通所型サービス）について
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事業名 介護予防通所介護相当サービス 愛称 いきいき通所サービス
（通所型サービスＡ）

愛称 元気づくり教室
（通所型サービスＣ）

基準 現行の通所介護相当 多様なサービス

サービス
種別

①通所介護 ②通所型サービスA
（緩和した基準によるサービス）

③通所型サービスC
（短期集中予防サービス）

サービス
内容

通所介護と同様のサービス
生活機能の向上のための機能訓練

2時間程度（半日）のミニデイサービ
ス・運動・レクリエーション 等
（送迎の時間を含まない）
身体介護はなし・入浴提供は不要
食事提供は任意（なくても可）

生活機能を改善するため
の運動器の機能向上や栄
養改善等のプログラム

対象者と
サービス
提供の考
え方

○既にサービスを利用しており、
サービスの利用の継続が必要な者
○集中的に生活機能の向上のト
レーニングを行うことで改善・維
持が見込まれる者
〇認知機能の低下により日常生活
に支障がある症状・行動を伴う者
〇退院直後で状態が変化しやすく、
専門的サービスが特に必要な者
等
〇身体介護が必要な者
※状態像を踏まえながら、多様な
サービスの利用を促進していくこ
とが重要

〇閉じこもり予防・認知症予防・生き
がいづくりの支援のための運動やレク
リエーションが必要な者
〇状態が安定しており、専門的サービ
スの必要性が低い者

・ADL・IADLの改善に向け
た支援が必要なケース 等
※３～６ケ月の短期間で行
う。

実施方法 事業者指定 事業者指定
実施予定事業所 水郷荘

委託
実施予定事業所 水郷荘

第１号通所事業（通所型サービス）の事業内容

23



第１号通所事業（通所型サービス）の指定基準
事業名 介護予防通所介護相当サービス 愛称 いきいき通所サービス

（通所型サービスＡ）

基準 現行の通所介護相当のサービス 多様なサービス

人員基準 【管理者】 常勤・専従１以上
＊支障がない場合、他の職務、同一敷地内の他事業所等
の職務に従事可能

【管理者※】 専従１以上
＊支障がない場合、他の職務、同一敷地内の他事業
所等の職務に従事可能

【生活相談員】専従人以上 ー

【看護職員】 専従１以上 ー

【介護職員】 ～15人 専従1以上
15人～ 利用者1人に

専従0.2以上
（生活相談員・介護職員の1以上は常勤）

【従事者】 ～15人 専従1以上
15人～ 利用者1人に

必要数

【機能訓練指導員】 1以上 ー

設備基準 食堂・機能訓練室（3㎡×利用定員以上）
静養室・相談室・事務室
消火設備その他の非常災害に必要な設備
必要なその他の設備・備品

サービスを提供するために必要な場所（3㎡×利用定
員以上）
消火設備その他の非常災害に必要な設備
必要な設備・備品

運営基準 ○個別サービス計画の作成
○運営規定等の説明・同意
○提供拒否の禁止
○従事者等の清潔の保持・健康状態の管理
○秘密保持等
○事故発生時の対応
○廃止・休止の届出と便宜の提供 等
（現行の基準と同様）

○必要に応じ、個別サービス計画の作成
○運営規定等の説明・同意
○従事者の清潔の保持・健康状態の管理
○従事者又は従事者であった者の秘密保持
○事故発生時の対応
○廃止・休止の届出と便宜の提供

通所介護との
同一一体的な
運営

〇（地域密着型）通所介護と現行の通所介護相当サービスについては、同一一体的な運営が可能（現行の（地域
密着型）通所介護と介護予防通所介護の考え方と同じ）
〇（地域密着型）通所介護又は現行の通所介護相当サービスと通所型サービスＡについて、一体的な運営をする
場合は、必ずしも場所を分ける必要はないが、プログラム内容は区別するなど、要介護者の処遇に影響がないよ
う配慮する必要があり。また，人員基準ついてもそれぞれ満たす必要あり。 24



第１号通所事業（通所型サービス）の事業費等（１）
事業名 介護予防通所介護相当サービス 愛称 いきいき通所サービス

（通所型サービスＡ）

基準 現行の通所介護相当 多様なサービス

単価設定 予防給付と同様 市が設定した単価

送迎は片道２５単位を加算

加算
減算

現行の予防給付と同様 加算 運動器機能向上加算 30単位
（1月に7回まで）

地域加算（7級地） 10.14円
処遇改善加算はなし

減算 事業所と同一建物の利用者又はこれ以
外の同一建物の利用者にサービスを行
う場合の減算 90/100
定員超過の場合 70/100

対象者 回数 単位

要支援１
事業対象者

週1回程度 月1,647単位

要支援２
事業対象者（※）

週2回程度 月3,377単位

対象者 回数 単位

要支援１
事業対象者

週1回程度 1回200
単位

要支援２
事業対象者（※）

週2回程度 1回200
単位

※ 退院直後で集中的にサービスを利用することが自立支援につながると考えられるケース

利用者
負 担

1割（一定以上所得者は2割） 1割（一定以上所得者は2割）

限度額
管 理

有 有

支 給
限度額
（月）

要支援１・事業対象者 50,030円
要支援２ 104,730円 25



事業名 介護予防通所介護相当サービス 愛称 いきいき通所サービス
（通所型サービスＡ）

基準 現行の通所介護相当 多様なサービス

請求方法
及び
審査支払

国保連へ請求
国保連で審査・支払

国保連へ請求
国保連で審査・支払

サービス
コード

Ａ５（みなし指定に該当する事業所）

Ａ６（みなし指定に該当しない事業所）

Ａ７

ケアマネ
ジメント

ケアマネジメントＡ 月額4,200円
初回加算 3,000円

地域包括支援センターが実施
（指定居宅介護支援事業所へ委託あり）

ケアマネジメントＡ 月額4,200円
初回加算 3,000円

地域包括支援センターが実施
（指定居宅介護支援事業所へ委託あり）

第１号通所事業（通所型サービス）の事業費等（２）

＊サービスコードは事業開始前までに示す
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②通所型サービスと通所介護を一体的に実施する場合の介護給付の基準

現行の通所介護相当のサービス
（現行の基準と同様）と一体的に実施

緩和した基準によるサービスと
一体的に実施

住民ボランティア・住民主体の自主活動
（必ず遵守すべき基準）と一体的に実施

一

体

的

に

行

う

場

合

の

介

護

給

付

の

基

準

人
員

現行と同様、従事者が専従要件を満たして
いるとみなし、要支援者と要介護者を合わ
せた数で介護給付の基準を満たす（波線部
分）
【管理者※】 常勤・専従１以上
【生活相談員】 専従１以上
【看護職員】 専従１以上
【介護職員】 ～15人 専従1以上

15人～ 利用者1人に
専従0.2以上

（生活相談員・介護職員の1以上は常勤）
【機能訓練指導員】 1以上
※支障がない場合、他の職務、同一敷地内
の他事業所等の職務に従事可能
【例】
利用者が要介護者20人、要支援者10人の場
合 → 介護職員 4人以上

従事者が専従要件を満たしているとみな
し、要介護者数だけで介護給付の基準を
満たし、要支援者には必要数（波線部
分）
【管理者※】 常勤・専従１以上
【生活相談員】 専従１以上
【看護職員】 専従１以上
【介護職員】 ～15人 専従1以上

15人～ 利用者1人に
専従0.2以上

（生活相談員・介護職員の1以上は常勤）
【機能訓練指導員】 1以上
※支障がない場合、他の職務、同一敷地
内の他事業所等の職務に従事可能
【例】
利用者が要介護者20人、要支援者10人の
場合

→ 介護職員 ２人以上＋必要数
（市町村の判断）

基準の緩和はない

他のサービスと同様、管理者は管理上支障
がない場合、同一敷地内の他事業所等の職
務に従事可能。
また、最低基準を下回らない範囲で職員が
活動に関与することは可能。

設
備

現行と同様、要支援者と要介護者を合わせた数で介護給付の基準を満たす
・食堂・機能訓練室（3㎡×利用定員以上） ・静養室・相談室・事務室
・消火設備その他の非常災害に必要な設備 ・必要なその他の設備・整備

運
営

・個別サービス計画の作成 ・運営規定等の説明・同意
・提供拒否の禁止 ・従事者等の清潔の保持・健康状態の管理
・秘密保持等 ・事故発生時の対応
・廃止・休止の届出と便宜の提供 等
（現行の基準と同様）

・従事者の清潔の保持・健康状態の管理
・従事者又は従事者であった者の秘密保持
・事故発生時の対応
・廃止・休止の届出と便宜の提供

備
考

必ずしも場所を分ける必要はないが、
プログラム内容は区別するなど、要介
護者の処遇に影響がないよう配慮

要介護者の処遇に影響がない範囲で、事業
所のスペースを活用することはできる。

（注）介護給付における事業者による廃止・休止の届出と便宜の提供については、介護保険法第74条第5項に規定

参考
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通所介護と通所型サービスＡを一体的に運営する際の注意事項（１）

Ｑ Ａ 参考

通所介護と，緩和した基準によるサービス（通所型
サービスA）及び従前の介護余殃通所介護に相当する
サービスを一体的に行う場合，専従要件や加配職員
を求めている加算の算定要件について，どのように
考えればよいか。

１ 算定要件として専従の職員加算を求めている加算で
ある「中重度ケア体制加算」，「個別機能訓練加算(Ⅰ)・
(Ⅱ)」と「認知症加算」については，人員基準の取扱いと
同様，通所介護の職員が通所介護と一体的に提供される
通所型サービスA及び従前の介護予防通所介護相当サービ
スに従事したとしても，当該職員は専従要件を通所介護
で満たしているものとして取り扱うこととする。
※個別機能訓練加算（Ⅰ）の算定においては，「常勤」
の機能訓練指導員がサービス提供時間帯を通じて専従す
ることが要件であるが，常勤要件に付いても，それぞれ
のサービス提供に支障がない範囲で同様の取扱いとする。
２ また，算定要件として職員の加配を求めている加算
である「中重度ケア体制加算」と「認知症加算」につい
ては，認知症高齢者や重度要介護者に在宅生活の継続に
資するサービスを提供している事業所を評価する加算で
あることから，通所型サービスAの職員の勤務時間は，加
配職員として常勤換算員数を算出する際の勤務時間数に
含めることはできない。

総合事業のガ
イドラインに
ついてのＱ＆
Ａ(27.8.19)

Ｑ９

通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型
サービスＡ）及び従前の介
護予防通所介護に相当するサービスを一体的に行う
場合、サービス提供体制強化加
算を算定する上で、職員の割合はどのように算出す
ればよいのか。

１サービス提供体制強化加算の算定に当たっては、常勤
換算方法により介護福祉士が50％以上配置されているこ
と等が要件とされており、通所介護と、緩和した基準に
よるサービス（通所型サービスＡ）及び従前の介護予防
通所介護に相当するサービスを一体的に行う場合、
・通所型サービスＡの職員は含めず、
・従前の介護予防通所介護に相当するサービスの職員は
含めて、
職員の割合を算出する。
２この場合、通所介護と従前の介護予防通所介護に相当
するサービスの双方においてサービス提供体制強化加算
を算定可能である。

同上

Ｑ１０
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通所介護と通所型サービスＡを一体的に運営する際の注意事項（２）

Ｑ Ａ 参考

通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型
サービスＡ）及び従前の介護予防通所介護
に相当するサービスを一体的に行う場合、人員基準
欠如の扱いはどのようにすべきか。

通所介護と、通所型サービスＡ及び従前の介護予防通所介
護に相当するサービスを一体的に行う事業所については、
それぞれ必要となる職員（勤務時間）の合計に対して実際
の職員配置が人員欠如となる場合、一体的に運営している
以上、それぞれのサービスの提供や利用者の処遇に支障が
あると考えられることから、それぞれの事業所が人員基準
欠如となり、
・通所介護と従前の介護予防通所介護に相当するサービス
の部分は、減算の対象となる。
・通所型サービスＡの部分は、市町村の定める減算等の取
扱いによることとなる。

総合事業のガ
イドラインに
ついてのＱ＆
Ａ(27.8.19)

Ｑ１１

通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型
サービスＡ）及び従前の介護予防通所介護に相当す
るサービスを一体的に行う場合、定員超過利用の扱
いはどのようにすべきか。

１通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型サー
ビスＡ）及び従前の介護予防通所介護に相当するサービス
を一体的に行う事業所の定員については、
・通所介護と従前の介護予防通所介護に相当するサービス
については、通所介護の対象となる利用者（要介護者）と
従前の介護予防通所介護に相当するサービスの対象となる
利用者（要支援者等）との合算で、利用定員を定め、
・これとは別に通所型サービスＡについては、当該サービ
スの利用者（要支援者等）で利用定員を定めることとして
いる。
２したがって、事業所全体では、利用定員を超えないもの
の、
・通所介護と従前の介護予防通所介護に相当するサービス
の部分が、通所介護と従前の介護予防通所介護に相当する
サービスの利用定員の超過利用となる場合、減算の対象と
なる。
・通所型サービスＡの部分が、通所型サービスＡの利用定
員の超過利用となる場合、市町村の定める減算等の取扱い
によることとなる。
３なお、事業所は、適正なサービスの提供を確保するため、
定員超過利用の未然防止を図るよう努めるものとする。

同上

Ｑ１２
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通所介護と通所型サービスＡを一体的に運営する際の注意事項（３）

Ｑ Ａ 参考

通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型
サービスＡ）及び従前の介護予防通所介護に相当す
るサービスを一体的に行う場合、食堂及び機能訓練
室の合計した面積はどのように確保するべきか。

１食堂及び機能訓練室の合計した面積については、
・通所介護と従前の介護予防通所介護に相当するサービス
については、利用定員×３㎡以上、
・通所型サービスＡについては、サービスを提供するため
に必要な場所を確保することが必要である。
２通所介護、従前の介護予防通所介護に相当するサービス
及び緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）を
一体的に行う場合、それぞれの利用者の処遇に支障がない
ことを前提にサービス提供する必要があるため、食堂及び
機能訓練室の合計した面積は、事業所全体の利用定員×３
㎡以上確保する必要がある。
３なお、この場合、緩和した基準によるサービス（通所型
サービスＡ）に関しては、要介護者への処遇に影響を与え
ないことを前提に、総合事業の基準による人員配置が可能
である。

総合事業のガ
イドラインに
ついてのＱ＆
Ａ(27.8.19)

Ｑ１４
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4. 元気づくり教室（通所型サービスＣ）
の事業内容について
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事業名 愛称 元気づくり教室 （通所型サービスＣ）

内 容 ●保健・医療の専門職が実施する生活機能向上のための複合プログラム
（運動器の機能向上・栄養改善・口腔機能向上）

●看護職による体調確認及び各専門職による個別相談・指導
●集団での体操・レク等

住み慣れた地域の中でいきいきと自分らしい暮らしができるように、生活の機能を維持向上す
るための方法を短期集中的（６か月間）にトレーニングする教室。

対 象 要支援認定者及び事業対象者
地域包括支援センターやケアマネジャーが教室への参加が適当と認められた者
（ケアプランに位置づけ）

利用者
負 担

１回250円（送迎利用片道25円加算）

会 場
日 時

社会福祉法人盡盛会 水郷荘 ３階
週１回 曜日・時間は後日決定

※ 退院直後等で集中的にサービスを利用することで、生活機能の改善が期待されるケース

徴 収
入金方法

事業所で徴収・領収書発行
納付書にて市へ直接入金

利用開始 平成29年4月から 随時新規利用者は月初めから利用可（途中参加は１ヶ月利用とみなす）

利用期間 6か月間
２回目以降のサービスについては，直前のサービス提供終了後，原則6ヶ月以上経過した後に提供
するものとする。

※ 専門的なサービスを集中的に利用し、生活の機能を維持向上したいと利用者自身・家族が
考えているケース

※ 自分と同じぐらいの状態の仲間と一緒に体力アップをしたいと思っているケース



生活機能アップのための

『元気づくり教室』
（通所型サービスＣ）

住み慣れた地域の中でいきいきと自分ら
しい暮らしができるように、生活の機能
を維持向上するための方法を短期集中的
にトレーニングする教室です。

 

 

保健・医療の専門職が実施する機能向上プログラム 

（運動器機能向上・栄養改善・口腔機能向上）に６ヶ月間通う教室です。 

地域包括支援センターやケアマネジャーがお体や生活の状況を確認させ 

ていただき、ケアプランを作成した後、参加となります。 

 日 時 ： 週１回 曜日・時間は後日決定 

会 場 ： 社会福祉法人盡誠会 水郷荘 ３階 

送 迎 ： あり（自力通所も可） 

費 用 ： １回２５０円（送迎利用の場合、片道２５円加算） 

 

要支援認定を受けた方や、６５歳以上で基本チェックリストにより生活機能の低下がみられた方 

（事業対象者）のうち、地域包括支援センターやケアマネジャーが教室への参加が適当と認めら 

れた方 

   例えば・・・＊退院したばかりで体力に不安がある方 

         ＊自分と同じくらいの状態の仲間と一緒に体力アップしたい方 

＊専門的なサービスを集中的に利用し、生活機能を維持向上し 

たいと考えている方  など 

対象となる方 



5. 一般介護予防事業について
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平成２９年度 一般介護予防事業
事業名 対象者 事業内容 募集時期 利用者負担金 送迎

介護予防普及啓発
事業

６５歳以上
一般介護

予防教室事業

歌声タイム
元気アップ教室

歌に合わせて体を動かす体操
前期
後期

1回 100円
＊送迎ご利用の
方は、1回200円
が加算されます。
なお、材料費等
が生じた場合は、
自己負担いただ
きます。

有

脳からだ元気教室
シナプソロジーを取り入れた脳活性化
プログラム

前期
後期

からだスッキリ体操教室 理学療法士が行う膝・腰痛
前期
後期

転ばん教室 転ばないための運動と栄養教室
前期
後期

料理教室 電子レンジ教室 短期

はつもり教室 口腔機能向上と栄養改善のための教室 短期

絵手紙教室 絵手紙教室 年間

脳若返り教室 教室サポーターによる認知症予防の教室 短期

シルバーリハビリ体操
教室

介護予防体操（立つ，座る，歩くなど日常の
生活を営むための動作の訓練）をボランティ
アと一緒に実施する教室

年間

地域介護予防活動
支援事業

概ね６０歳
以上

ボランティア
育成

シルバーリハビリ体操
３級指導士養成講習会

茨城県推奨の「シルバーリハビリ体操」を各
地域で実施するためのボランティア養成講座

年1回
予定

無 料 無

６５歳以上

介護支援ボランティア
養成

高齢者が介護支援ボランティア活動を通して
地域貢献することを奨励及び支援し，高齢者
自身の社会参加活動を通した介護予防を推進
するためのボランティア養成講座

年2回
予定

地域のシルバーリハビリ体操教室
各地域でシルバーリハビリ体操指導士会主催
により実施

年 間

各同好
会で、
会費制
として
徴収

同好会
（サークル）

いこいのプラザを会場
に、住民主体の介護予
防のための通いの場の
支援

いこいの体操同好会 年 間

手芸同好会 年 間

お花同好会 年 間

からだスッキリ同好会 年 間

転ばんサークル 年 間

地域リハビリテー
ション活動支援

事業
地域住民が実施する介護予防活動の場所への専門職の関与促進 年 間



稲敷市シルバーリハビリ体操教室一覧（Ｈ29.1現在）

体 操 教 室 （30ヶ所）
介護予防ひろば出前教室（22ヶ所）

会 場 名 開催日 会 場 名 開催日 会 場 名 開催日

江戸崎福祉
センタ－

第２・４水曜日

椎塚公民館
第１・３火曜日

幸田集落センタ－
毎週水曜日

田宿長寿会 小野寺内老人クラブ 押砂こでまりの会
14時

毎週金曜日

10時30分 10時 10時

あずま生涯学習
センタ－

毎週火曜日
君賀地区

第１・３火曜日
光葉自治会館

毎週木曜日
沼田台百才 堀川いきいき 曲渕いきいき

14時 14時 10時

桜川公民館
毎週水曜日

桑山公民館
第１・３月曜日 八筋川都市センタ

－

第１・３月曜日
須賀百寿会 伊佐津笑友会

14時 14時 10時

大宿公民館
第２・４月曜日

本宿商店会館
毎週金曜日

市崎集落センタ－
毎週金曜日

花指ゴールド 寄居の仲間
10時 10時 9時30分

信太古渡公民館
第１・３・４水曜日

門前集落センタ－
毎週水曜日 阿波崎集落

センタ－

第２・４水曜日
南ケ丘お達者 馬渡平成会

10時 10時 14時

南ケ丘ふれあい
会館

第４木曜日
天王町公民館

第３月曜日
釜井都市センタ－

第２・４月曜日
上郷老人クラブ 三次福寿会

13時30分 9時30分 14時

時崎会館
第１・３火曜日

野原集落センタ－
毎週月曜日 神宮寺集落

センタ－

第２木曜日 下根本第１老人
クラブ

大杉なかよし会
10時 10時 13時30分

田宿公民館
毎週火曜日 荒野生活改善

センタ－

第３水曜日
戸前集落センタ－

毎週木曜日 下根本第２老人
クラブ

須賀津老人
10時 10時 9時30分

花指公民館
第２・３・４月曜日

高田岡公民館
第１日曜日

四箇消防センタ－
毎週火曜日

寺地交友会 西代の仲間
14時 13時30分 10時

鳩崎本郷公民館
第１・３水曜日 伊佐部田園

センタ－

第２・４水曜日
馬渡防災センタ－

偶数月第１金曜
日 九軒老人クラブ 光葉ひろば

11時 10時 13時

＊ お申込み・問合せ先 ＊ 稲敷市いこいのプラザ （０２９７－６３－１００４）
（参考）茨城県健康プラザのホームページから、体操教室開催

場所のデジタルマップにリンクできます



6. 介護予防ケアプランについて
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利用できるサービスの組合せについて
介護予防訪問
介護相当サー
ビス

家事応援サービス
（訪問型サービス
Ａ）

介護予防通所介護相
当サービス

いきいき通所サー
ビス（通所型サー
ビスＡ）

元気づくり教室
（通所型サービスＣ）

介護予防訪問介護
相当サービス

○ × ○
（※いずれか１つ）

○
（※）

○
（※）

家事応援サービス
（訪問型サービス
Ａ）

× ○ ○
（※）

○
（※）

○
（※）

介護予防通所介護
相当サービス

○
（※）

○
（※）

○ × ×

いきいき通所サー
ビス（通所型サー
ビスＡ）

○
（※）

○
（※）

× ○ ×

元気づくり教室
（通所型サービス
Ｃ）

○
（※）

○
（※）

× × ○

※ 現行相当の「介護予防訪問（通所）介護相当サービス」と緩和した基準による「訪問（通所）
型サービスＡ」及び「通所型サービスＣ」のサービスの併用は，訪問系が１つと通所系が１つでの
組合せとします。

例 ① 介護予防訪問介護相当サービス ＋ 介護予防通所介護相当サービス
② 家事応援サービス ＋ いきいき通所サービス
③ 家事応援サービス ＋ 元気づくり教室

介護予防訪問介護相当サービス ＋ 家事応援サービス 不可
介護予防通所介護相当サービス ＋ いきいき通所サービス 不可 39



☆ 介護予防ケアマネジメント

類型名 総合事業で利用するサービス プロセス

①ケアマネジメントA
（原則的な介護予防ケアマネジ

メントのプロセス）
単価4,200円 初期加算3,000円

・介護予防・生活支援サービス事業の
指定を受けた事業所のサービスを利用
する場合
・訪問型サービスＣ、通所型サービス
Ｃを利用する場合

アセスメント
→ケアプラン原案作成
→サービス担当者会議
→利用者への説明・同意
→ケアプランの確定・交付
【利用者・サービス提供者へ】
→サービス利用開始
→モニタリング【給付管理】

②ケアマネジメントＢ
（簡略化した介護予防ケアマネ
ジメントのプロセス）
単価2,500円 初期加算3,000円

・①又は③以外のケースで、ケアマネ
ジメントの過程で判断した場合（指定
事業所以外の多様なサービスを利用し
た場合等）

アセスメント
→ケアプラン原案作成
（→サービス担当者会議）
→利用者への説明・同意
→ケアプランの確定・交付
【利用者・サービス提供者へ】
→サービス利用開始
→モニタリング【適宜】

③ケアマネジメントＣ
（初回のみの介護予防ケアマネ

ジメントのプロセス）
単価4,200円 初期加算3,000円

・ケアマネジメントの結果、補助や助
成のサービス利用や配食などのその他
の生活支援サービスの利用につなげる
場合
（※必要に応じ、その後の状況把握を
実施）

アセスメント
→ケアマネジメント結果案作成
→利用者への説明・同意
→利用するサービス提供者等への説明・送付
→サービス利用開始

※ （ ）内は必要に応じて実施

介護予防支援と同様、地域包括支援センターが実施する。
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7. 事業者指定について
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第１号通所・訪問事業の指定について

・介護予防訪問介
護相当サービス

・介護予防通所介
護相当サービス

平成２７年３月３１日までに、介護
予防訪問介護・介護予防通所介護の
指定を受けた事業者

総合事業の現行相当のサー
ビスについては，平成３０
年３月３１日まで指定を受
けたものとみなされます。

平成２７年４月１日以降に、介護予
防訪問介護・介護予防通所介護の指
定を受けた事業者

総合事業の現行相当のサー
ビスを実施するには，市の
指定及び事業費算定届出が
必要です。

・訪問型サービスＡ
・通所型サービスＡ

事業を実施するには，市の指定及び事業費算定届出が必要です。

○総合事業の事業者指定は，稲敷市が行いますので，指定の効力が及ぶのは，稲敷
市の被保険者及び稲敷市に住民登録がある住所地特例者のみです。他市町村の被保
険者にサービスを提供をする場合は，その市町村の事業者指定が必要です。
○ 平成２９年４月から平成３０年３月までは，介護給付，介護予防給付，総合事
業の３種類の指定を受けることになり，指定や指定更新，各種届出はそれぞれの指
定権者に行っていただく必要があります。
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提供サービスと指定権者について
提供サービス 必要な事業所指定 指定権者

介護給付 訪問（通所）介護 指定訪問（通所）介護事業所 茨城県

地域密着型通所介護 地域密着型通所介護事業所 稲敷市

介護予防
給付

介護予防訪問（通所）介護 指定介護予防訪問（通所）
介護事業所

茨城県

総合事業 介護予防訪問（通所）介護
相当サービス

介護予防訪問（通所）介護
サービス事業所

稲敷市

訪問型（通所型）
サービスＡ

訪問型（通所型）サービスＡ
事業所

稲敷市

総合事業の利用
（要支援１・２，事業対象者）

利用可能

地域密着型通所介護事業の利用
（要介護認定者）

平成２８年３月３１日までに契
約している方以外は原則不可

※市外の地域密着型通所介護事業所が総合事業の指
定を受けた場合
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指定の有効期間について

○指定の期間は原則6年間です。

○但し，第１号訪問（通所）事業と訪問（通所）介護を一体的に運営（同一法
人が同一建物内において一体的に運営している場合をいう。）している指定事
業者の指定期間は，指定更新の時期がずれることにより，事業所の負担が増え
るため，当該訪問介護又は通所介護の有効期間とすることができるものとしま
す。

例） 訪問介護
指定更新
Ｈ27.4.1

訪問型サービスＡ
指定

Ｈ29.4.1

訪問介護
指定更新
Ｈ33.4.1

訪問型サービスＡ
指定更新
Ｈ33.4.1 44



提出書類について
○「稲敷市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定に関する要綱」等を後日HP上に
掲載しますので，確認のうえ申請を行ってください。
○下記の申請書類チェックリストで提出書類を確認し，必要な書類をすべて揃えて１部ご提出
ください。

＊その他，事業費算定にかかる体制等に関する届出（事業費算定届出）・介護職員処遇改善加算計画書（訪問
（通所）型サービスＡを除く・介護給付の事業と一体的に実施しているときは，県に届けた書類の写しを市へ提
出）が必要（毎年） 45



各種届出の提出期限について
申請の種類 提出期限

○指定申請 事業開始予定日の2月前の月の末日まで

○変更届 変更のあった日から10日以内

○加算届 新たに加算の算定を行う場合は，算定
月の前月15日まで。期限を過ぎて提出
の場合は，翌々月からの算定となる。

○廃止・休止届 事業を廃止・休止する日の1月前まで

○再開届 事業を再開した日から１０日以内
46



平成２７年３月までに指定を受けた事業所（平成30年3月31日までは，みなし指定あり）
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平成27年4月1日以降に指定を受けた事業所
（みなし指定がないため，平成29年4月1日からの指定の必要あり）
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訪問型（通所型）サービスＡの指定を受ける事業所
（事業所を新規に立ち上げる場合）
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訪問型（通所型）サービスＡの指定を受ける事業所
（既存の事業所の場合）
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8. 請求について
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国保連を通した請求方法となります。

○総合事業を提供したサービス事業者（介護予防ケアマ
ネジメントを委託された居宅介護支援事業所を除く）は、
毎月１０日までに国保連合会に請求を行ってください。

○請求書の記載例については，別紙を参照ください。

○請求のコードについては，後日ホームページに掲載予
定です。請求ソフトへの取込み方法については，各事業
所においてご確認ください。

○過誤について

過誤調整が必要な場合は，ホームページ上から申立の
用紙をダウンロードのうえ，ご提出ください。 52
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（１）利用者が事業のみを利用する場合
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（２）利用者が予防給付と事業を利用する場合
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月額包括報酬の請求にかかる適用について（１）

・以下の対象事由に該当する場合，日割りで算定する。該当しない場合は，月額包括報酬で算定する。
・日割りの算定方法については，実際に利用した日数にかかわらず，サービス算定対象期間に応じた日数
による日割りとする。具体的には，用意された日額のサービスコードの単位数に，サービス算定対象日数
を乗じて単位数を算定する。
※サービス算定対象期間：月の途中に開始した場合は，起算日から月末までの期間。

月の途中に終了した場合は，月初から起算日までの期間。

月額報酬サービス 月途中の事由 起算日

介護予防・日常生
活支援総合事業
・訪問型サービス
（みなし）
・訪問型サービス
（独自）
・通所型サービス
（みなし）
・通所型サービス
（独自）

※月額包括報酬の
単位とした場合

開

始

・区分変更（要支援１⇔要支援２）
・区分変更（事業対象者→要支援）

変更日

・区分変更（要介護→要支援）
・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１）
・事業開始（指定有効期間開始）
・事業所指定効力停止の解除

契約日

・利用者との契約開始 契約日

・介護予防訪問介護の契約解除（月額報酬対象サービスが，
訪問型サービス（みなし），訪問型サービス（独自）の場合
・介護予防通所介護の契約解除（月額報酬対象サービスが，
通所型サービス（みなし），通所型サービス（独自）の場合

契約解除日の翌日

・介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対応
型共同生活介護の退去（※１）

退去日の翌日

・介護予防小規模多機能型居宅介護の契約解除（※１） 契約解除日の翌日

・介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護
の退所（※１）

退所日の翌日57



月額報酬サービス 月途中の事由 起算日（※２）

介護予防・日常生
活支援総合事業
・訪問型サービス
（みなし）
・訪問型サービス
（独自）
・通所型サービス
（みなし）
・通所型サービス
（独自）

※月額包括報酬の
単位とした場合

終

了

・区分変更（要支援１⇔要支援２）
・区分変更（事業対象者→要支援）

変更日

・区分変更（要介護→要支援）
・区分変更（要支援→要介護）
・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１）
・事業廃止（指定有効期間満了）
・事業所指定効力停止の開始

契約解除日

（廃止・満了日）
（開始日）

・利用者との契約解除 契約解除日

・介護予防訪問介護の契約開始（月額報酬対象サービスが，
訪問型サービス（みなし），訪問型サービス（独自）の場合
・介護予防通所介護の契約開始（月額報酬対象サービスが，
通所型サービス（みなし），通所型サービス（独自）の場合

サービス提供日の前
日

・介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対応
型共同生活介護の入居（※１）

入居日の翌日

・介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者の登録開始
（※１）

サービス提供日（通
い，訪問又は宿泊）
の前日

・介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護
の入所（※１）

入所日の前日

月額包括報酬の請求にかかる適用について（２）

※１ ただし，利用者が月の途中でほかの保険者に転出する場合を除く。月の途中で，利用者がほかの保険者に
転出する場合は，それぞれの保険者において月額包括報酬の算定を可能とする。なお，保険者とは，政令市
又は広域連合の場合は，構成市町村ではなく，政令市又は広域連合を示す。

※２ 終了の起算日は，引き続き月途中からの開始事由がある場合についてはその前日となる。
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9. 利用者との契約等について
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総合事業を提供する事業者の定款，運営規定等の変更について

※「介護予防訪問介護」，「介護予防通所介護」については，平成30 年３月31 日
までは事業を実施する可能性があるため，それまでは削除しないでください。

※社会福祉法人につきましては，老人福祉法が改正され，老人居宅介護等事業，
老人デイサービス事業及び老人デイサービスセンターに，第１号訪問事業及び第１
号通所事業が含まれているため，既に定款に記載されている場合は変更する必要は
ありません。

※定款変更記載例がすべての法人の定款に当てはまるわけではありません。定款
変更の詳細については，各所轄庁にその変更について確認してください。

（１）定款

総合事業への移行に伴い，法人の定款の事業目的に，下記のような事業の記載が
ない場合は，定款変更を行っていただく必要があります。

例１ 「介護保険法に基づく介護予防訪問介護事業及び第１号訪問事業」
例２ 「介護保険法に基づく介護予防通所介護事業及び第１号通所事業」
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具体例）

介護予防訪問（通所）介護 ⇒ 介護予防訪問（通所）介護相当サービス

第1号訪問（通所）事業

（介護予防訪問（通所）介護相当）

介護予防サービス計画 ⇒ 予防給付のみ又は予防給付＋総合事業の併用の場合

⇒ 介護予防サービス計画

総合事業のみの利用の場合

⇒ 介護予防ケアマネジメント

（２）運営規定・重要事項説明書・利用契約書等

現在の介護予防訪問（通所）介護の提供に関する契約は，「介護予防訪問（通所）介
護」の契約のため，利用者が総合事業に移行するタイミングで改めて「利用者との契
約」「重要事項説明書の交付・説明・同意」が必要です。
運営規定・重要事項説明書・利用契約書等には，記載のサービス名や利用料等の修正

及び利用できる対象者として「事業対象者」と付け加えることが必要です。
また，平成30年3月までは，介護予防訪問（通所）介護と総合事業のサービスを併用

した契約書も可能です。（契約書の内容に誤解が生じないように留意する必要あり。）
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10.その他
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稲敷市介護支援ボランティア制度
（ポイント制）について
○事業の目的

高齢者がボランティア活動を通し地域に貢献していただくことで、
高齢者の皆様ご自身の介護予防を図ることを目的としています。

○事業の内容

所定の研修を修了したボランティアの方に、市の指定を受けた老人
ホームなどの福祉事業所において、食事の配膳の準備、洗濯物の整理、
入所者の話し相手や、施設が行うイベント〔納涼祭・クリスマス会
等〕の会場設営や運営補助などのボランティア活動を行っていただき
ます。

1時間のボランティア活動で1ポイント（スタンプ押印）がもらえま
す。※1日2ポイントまで、年間50ポイントが上限

貯まったポイントは市へ交付申請を行うことにより、交付金に交換
することができます。1ポイント100円とし、10ポイント以上から交換
できます。※ポイントの翌年度繰り越しは出来ない
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稲敷市介護支援ボランティア養成研修

平成28年11月に２日間の日程で稲敷市社会福祉協議会
において開催し，18名の方が研修を修了。

平成29年度以降も継続して開催予定(年2回)。

カリキュラムの内容 時間

サービス提供の基本視点 1時間

介護概論 1時間

利用者の理解 1時間

介護技術入門 2時間

ボランティア概論 1時間

福祉の制度とサービス 1時間

共感的理解と基本的態度 2時間
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